
諮 問

鳥取県環境審議会

環境影響評価制度のあり方について

このことについて、鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例( 平成８年

１０月８日鳥取県条例第１９号) 第２７条第２号の規定に基づき環境影響評価

制度のあり方について貴審議会の意見を求めます。

平成２３年 ９月５日 

鳥取県生活環境部長 法橋 誠



諮 問 理 由

本県では、平成 10年に鳥取県環境影響評価条例（平成 10年 12月

22日鳥取県条例第 24号）を制定し、事業の実施に伴う環境影響につ

いてあらかじめ調査、予測等を行う制度の運用を通じ、事業者の適正

な環境配慮の確保に努めてきました。

条例制定後、鳥取県地球温暖化対策条例の制定や風力発電施設の導

入促進、中海のラムサール条約湿地への登録や山陰海岸の世界ジオパ

ークネットワーク加盟など、環境影響評価制度を取巻く状況が変化し

ています。また国においても平成 23年 4月に環境影響評価法の一部

を改正する法律が成立したことなどから現制度への対応を検討する

必要があります。

つきましては本県の環境影響評価制度のあり方について御審議を

お願いするものです。


